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本県においては，持続可能な行財政構造を構築するため，行財政運営指針及び行財政改革

推進プロジェクトチームにおいて示された取組の方向性を踏まえ，事務事業見直しをはじめ
とする歳入・歳出両面にわたる徹底した行財政改革に取り組んだところです。

これらの取組の結果，令和７年度においても，財政調整に活用可能な基金の取崩を行うこ

となく財源不足のない予算編成を実現するとともに，同基金残高についても２５０億円を維

持，臨時財政対策債等を除く本県独自に発行する県債残高については１．１兆円程度で管理

するという同指針に示した今後の財政運営の拠り所となる３つの指標を達成したところです。

しかしながら，一層の高齢化の進行などにより扶助費が増加傾向にあることや，今後，改
修や更新を要する県有施設等の増加が見込まれることなどを踏まえると，本県の財政状況は，

引き続き，予断を許さない状況が続くものと考えられます。

コロナ禍を経て，少子化が更に進行し，人手不足も顕在化するなど，人口減少社会の中で

地域の活力維持が大きな課題となっています。

このため，「誰もが安心し，活躍できる鹿児島」を目指し，引き続き「稼ぐ力」の向上や

それらの産業を支える人材の確保・育成，子ども・子育て支援施策の充実・強化など，「か

ごしま未来創造ビジョン」に掲げた各般の施策を推進します。

令和７年度は，現下の原油価格・物価高騰への対応を講じつつ，世界的なコロナ禍からの
経済回復を踏まえ，「鹿児島の『宝』を世界へ」届けるため，更なる農林水産物の輸出拡大

やインバウンドの促進などに特に力を入れて取り組むこととしています。

また，近年加速化する少子化や能登半島地震を踏まえ，「確かな安心，鹿児島」を目指し

て，子ども・子育て支援施策や能登半島地震を踏まえた防災対策の更なる充実・強化に取り

組むこととしています。

は じ め に



令和７年度当初予算の姿（一般会計）１
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健全な財政運営に向けた取組
歳入・歳出両面にわたる徹底した行財政改革

① 収支均衡

② 本県独自に発行する県債残高（臨時財政対策債等除き）

令和７年度 財源不足のない予算を編成

令和６年度末見込み １兆４７５億円

⑦元金償還額 ６９６億円
⑦県債発行額 ６５１億円

令和７年度末見込み １兆４３０億円（△４５億円）

③ 財政調整に活用可能な基金残高

令和７年度末見込み ２５１億円（対前年度末見込み同額）

※ 臨時財政対策債は、本来交付されるべき地方交付税の振替として発行されるものであり、元利償還金は１００％交付税措置されることとなっている。
臨時財政対策債等を含む県債残高は、⑥末見込み:１兆４，９１５億円 → ⑦末見込み:１兆４，５９９億円（△３１６億円）

持続可能な行財政構造を構築するため、行財政運営指針及び行財政改革推進プロジェクトチームで示された取組の
方向性を踏まえ、
○ メリハリをつけた事業見直しなどの徹底した行財政改革の取組を実施
○ スクラップ・アンド・ビルドの考え方の下で歳出改革に取り組みつつ、人口減少や少子高齢化の進行、物価の高騰など、

社会経済情勢の変化に的確に対応するとともに、「かごしま未来創造ビジョン」に掲げた各般の施策を予算化

財政調整に活用可能な基金の取崩しなし

１．１兆円程度の残高で推移

２５０億円を下回らない水準を維持
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Ⅱ 新年度の施策の大きな柱

Ⅰ 原油価格・物価高騰等総合緊急対策

主要施策

○販売量の増加、販売単価の向上、生産コストの低減、担い手の
確保・育成（農林水産業）

○戦略的な誘客の展開、魅力ある癒やしの観光地形成（観光）

１．基幹産業（農林水産業、観光関連産業）
の「稼ぐ力」の向上

○生産性と付加価値の向上・産業の集積による産業競争力の強
化、将来を担う新たな産業の創出、県産品の国内外マーケット
への戦略的な展開

２．企業の 「稼ぐ力」の向上

○若年者等の県内就職促進、移住・交流・ＵＩターンの促進、
多様な人材が就労できる環境づくり

３．地域産業の振興を支える人材の確保・育成
移住・交流の促進

○結婚、妊娠・出産、子育て（保育環境・幼児教育の充実、経
済的支援、困難な問題を抱える児童生徒等への支援）

４．結婚、妊娠・出産、子育ての希望がかなう
社会の実現

○孤立化集落対策、備蓄物資対策、被災者支援、災害対応体
制、耐震化対策 等

５．能登半島地震を踏まえた防災対策の更なる
充実・強化

○暮らしと産業のデジタル化、行政のデジタル化、
デジタル人材の活用・確保・育成

６．デジタルテクノロジーを活用した県民の暮らし
の質の向上

○地球環境を守る脱炭素社会づくり、再生可能エネルギーを活用
した地域づくり

７．脱炭素社会の実現と豊かな自然との共生

○島々の魅力を生かした奄美・離島の振興、世界自然遺産の保
全と持続的な観光の推進、離島の交通ネットワークの形成

８．多様で魅力ある奄美・離島の振興

令和７年度当初予算
～ 「鹿児島の『宝』を世界へ」 「確かな安心、鹿児島」 ～
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① 県 税 １６８，４１０百万円（＋ ６.２％）
② 地 方 交 付 税 ２８４，３６４百万円（＋ １.５％）

実質的な地方交付税 ２８４，３６４百万円（＋ ０.５％）
（地方交付税＋臨時財政対策債）

③ 国 庫 支 出 金 １５２，３４１百万円（△ ０.１％）
④ 県 債 ６５，０８４百万円（＋ ０.２％）

臨時財政対策債を除く県債 ６５，０８４百万円（＋ ４.６％）

県税
168,410(19.7)

繰入金
33,752(4.0)

地方消費税清算金
81,670(9.6)

諸収入
10,230(1.2)

使用料・手数料
10,742(1.3)

財産収入
1,942(0.2)

分担金・負担金等
7,117(0.8)

地方交付税
284,364(33.3)

県債
65,084
(7.6)

地方譲与税等
37,083(4.3)

（注）端数処理のため、合計は内訳の計と必ずしも一致しない。依存財源
538,872(63.2)

（単位:百万円、（ ）は構成比％）

対前年度比

令和７年度
当初予算

852,734百万円
（100.0％）

自主財源
313,862(36.8)

令和7年度一般会計歳入予算の状況

歳入の主なもの

国庫支出金
152,341
(17.9)
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（注）端数処理のため、合計は内訳の計と必ずしも一致しない。

令和７年度
当初予算

852,734百万円
（100.0％）

人件費
235,541
(27.6)

（単位:百万円、（ ）は構成比％）

扶助費
144,756
(17.0)

普通建設
事業費
139,514

(16.4)

災害復旧
事業費

15,912
(1.9)

物件費
32,992

(3.9)

維持補修費 5,168 (0.6) 貸付金 2,184 (0.3)

その他 7,526(0.9)

義務的経費
485,444(56.9)

投資的経費
155,426(18.2)

その他の経費
211,864(24.8)

教育費
196,877
(23.1)

公債費
105,524
(12.4)

民生費
125,559
(14.7)

衛生費
63,540
(7.5)

農林水産業費
71,578
(8.4)

土木費
85,255
(10.0)

総務費
45,407
(5.3)

警察費
41,048
(4.8)

商工費
13,364
(1.6)

その他
20,235
(2.4)

諸支出金
84,347
(9.9)

令和７年度
当初予算

852,734百万円
（100.0％）

補助費等
163,994
(19.2)

公債費
105,147
(12.3)

対前年度比

令和7年度一般会計歳出予算の状況

歳出の主なもの

性質別 目的別

① 人 件 費 ２３５，５４１百万円（△ ０.９％）
② 扶 助 費 １４４，７５６百万円（＋ １.８％）
③ 公 債 費 １０５，１４７百万円（△ ２.３％）
④ 普 通 建 設 事 業 費 １３９，５１４百万円（△ １.３％）

補 助 事 業 ９９，１６３百万円（△ ４.０％）
単 独 事 業 ４０，３５１百万円（＋ ６.１％）

⑤ 災 害 復 旧 事 業 費 １５，９１２百万円（＋２７.７％）
⑥ 一 般 政 策 経 費 １２４，６８８百万円（＋ ７.６％）
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○ 「事務事業見直し」による成果
・ 業務用パソコンに係るソフトウェアライセンスの
見直し
・ 国庫補助金の積極的活用による一般財源
の縮小 など

１．事業の見直し
効果額 約１１.４億円

施策の妥当性、有効性等の観点から項目を設定し、見直すことによって財源確保を図り、県勢の
発展等に資する事業への重点的な予算配分を行うことを目的に、事業の見直しを実施

○ 未利用財産の売却
約３，４５７百万円（R６実績見込み）

○ ネーミングライツの活用
約２百万円

２．歳入確保の取組
効果額 約３７.６億円

行財政改革推進プロジェクトチームの取組の成果

令和７年度に向けた財源確保の取組

○ その他の見直しによる成果
・ 優先順位や緊急度を踏まえた県有施設の
修繕等の見直しなど「事務事業見直し」の視
点を踏まえた事業の見直し

○ 使用料・手数料の見直し
約３百万円（１５件）

○ 基金一括運用による運用益
約２９４百万円

効果額合計 約４９.０億円
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458 456 453 444 515 498 430 530 510 530 

661 620 637 637 
742 739 779 

828 833 869 

202 208 210 193 
179 182 176 

183 178 197 

1,324 1,277 1,270 1,235 
1,201 1,192 1,182 

1,101 1,055 1,032 

988 998 1,011 1,044 
1,091 1,102 1,122 1,135 1,182 1,207 

1,875 1,901 1,926 1,930 
1,935 1,939 1,917 1,855 1,929 1,958 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

≪令和元年度≫
≪令和４年度≫

≪平成28年度≫

人件費

扶助費

普通建設
事業費等

一般
政策経費

税等
交付金

公債費

≪令和５年度≫
≪平成29年度≫ ≪平成30年度≫

（億円） （一般財源ベース）

歳出合計 5,508 5,460 5,507 5,483 5,663 5,652 5,605 5,632 5,689 5,794

歳入合計 5,508 5,460 5,507 5,483 5,663 5,652 5,605 5,632 5,689 5,794

収 支 差 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0 → 0

≪令和２年度≫ ≪令和３年度≫

※ 端数処理のため、合計は、内訳の計と必ずしも一致しない。

≪令和７年度≫
≪令和６年度≫

歳出予算（一般財源ベース）の推移
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8,081 7,902
8,134

7,843 7,963

8,850

9,715 9,556

8,916 9,056
8,527

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（億円）

公債費 扶助費 人件費 投資的経費 その他の経費

義務的

経費
(56.9)

投資的
経費

(23.7)

(31.6)

(14.8)

(18.6)

(13.7)

(12.3)

(19.8)

(15.4)

(16.6)

(28.9)

(18.2)

(27.6)

(13.7)

(18.2)

(29.1)

(16.3)

(19.8)

(28.7)

(15.6)

その他

(20.1)

(28.2)

(15.2)

(15.6)

(19.2)

(24.8) (26.6)

（ ）書きは構成比（％）

(15.9)

(25.8)

(12.3)

(16.1) (15.7)

(22.5) (21.0) (20.9)
(20.4)

(17.2)

(27.8)

(17.9)

(14.6)

(18.3)

(31.3)

(24.0)

(14.3)

(18.0)

(12.4)

(19.7)

(26.0)

(18.7)

(28.2)

(15.5)

(12.8) (12.1)

(17.0)

(24.8)
(26.3)

性質別歳出の推移（一般会計）２

※ R5年度までは決算額，R6年度は3月補正後予算額，R7年度は当初予算額。
また，四捨五入の関係で，内訳と合計が一致しないことがある。（以下の表及びグラフ同じ）
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（単位：億円）
H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,180 1,216 1,235 1,247 1,284 1,310 1,332 1,367 1,382 1,423 1,448扶助費

1,180
1,216 1,235 1,247

1,284 1,310 1,332
1,367

1,382 1,423 1,448

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（億円）

（単位：億円）

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

2,113 2,117 2,126 2,120 2,116 2,124 2,129 2,115 2,130 2,218 2,244

136 165 169 163 166 161 175 180 79 195 111

2,249 2,282 2,295 2,283 2,282 2,286 2,304 2,295 2,209 2,413 2,355

職員給等

退職手当

合    計

2,113 2,117 2,126 2,120 2,116 2,124 2,129 2,115 2,130 2,218 2,244

136 165 169 163 166 161 175 180 79

195 111
2,249 2,282 2,295 2,283 2,282 2,286 2,304 2,295

2,209

2,413
2,355

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（億円）
退職手当

職員給等

（うち人件費の推移）

（うち扶助費の推移）
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1,253
1,145 1,128 1,152 1,142 1,126 1,123 1,124 1,078 1,036

966

192

164 140 122 104 84 76 64
61

63
85

1,445

1,309
1,268 1,274 1,246

1,210 1,200 1,188
1,139

1,099
1,051

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（億円）
利子
元金

33 57 102 42 78 132 149 113 86 141 159

378 378
397

404 408 371 367
334 355

368
404

980 1,001

1,141

990
1,090

1,242 1,293
1,271 1,231

1,231
992

1,391 1,436

1,640

1,436

1,576

1,744
1,809

1,718 1,672
1,741

1,554

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

(億円)
普通建設事業費（補助・直轄）

普通建設事業費（単独）

災害復旧事業費

（単位：億円）

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,358 1,379 1,538 1,394 1,498 1,612 1,659 1,605 1,586 1,600 1,395

うち補助・直轄 980 1,001 1,141 990 1,090 1,242 1,293 1,271 1,231 1,231 992

うち単独 378 378 397 404 408 371 367 334 355 368 404

33 57 102 42 78 132 149 113 86 141 159

1,391 1,436 1,640 1,436 1,576 1,744 1,809 1,718 1,672 1,741 1,554

普通建設事業費

災害復旧事業費

合　　計

（うち公債費の推移）

（単位：億円）
H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

192 164 140 122 104 84 76 64 61 63 85

1,253 1,145 1,128 1,152 1,142 1,126 1,123 1,124 1,078 1,036 966

1,445 1,309 1,268 1,274 1,246 1,210 1,200 1,188 1,139 1,099 1,051

利子

元金

合計

（うち普通建設事業費等の推移）
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12,038

11,535 11,273 10,988 10,726 10,598 10,607 10,576 10,497 10,457 10,475 10,430

4,912 5,056 5,197 5,288 5,302 5,346 5,308 5,047 4,721 4,440 4,169

16,447 16,329 16,185 16,014 15,900 15,953 15,885
15,543

15,179 14,915
14,599

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（億円）
臨時財政対策債，平成19年度以降の減収補塡債及び令和２年度の猶予特例債

県独自に発行する県債

県債残高の推移（一般会計）３

※ R5年度までは決算額，R6～R7年度はR7当初予算編成時点の年度末残高見込額。
また，四捨五入の関係で，内訳と合計が一致しないことがある。

○ 国の経済対策への対応（平成４年度～）等により，県債残高が大幅に増加し，平成16年度に１兆６千億円を超過した。

○ メリハリをつけた社会資本の整備を推進することなどにより，地方交付税の振替である臨時財政対策債等を除いた本県独自に

発行する県債残高は減少し，1.1兆円程度の残高で推移しているところ。

○ 防災・減災，国土強靱化対策への投資や県有施設等の老朽化対策など，今後重点的に取り組むべき課題への対応も考慮した上

で，公債費として後年度の財政運営に影響を及ぼす｢臨時財政対策債等を除く本県独自に発行する県債残高｣を1.1兆円程度で推移

するよう管理することとしている。
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財政調整に活用可能な基金残高の推移４

※ R5年度までは決算額，R6～R7年度はR7当初予算編成時点の年度末残高見込額。
また，四捨五入の関係で，内訳と合計が一致しないことがある。

176 176 176 176 176 175 176 176 176 176 177

0 0 0

74 74 74 74 74 74 74 74 74 75 75

250 250 250 250 250 249 250 250 250 251 251
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400

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

(億円)

県債管理基金

県有施設整備積立基金（～H29）

財政調整積立基金
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本
県

全
国

一般財源 特定財源

地方税 40.0

地方税 22.7

その他 18.5

その他

12.7

地方交付税

16.6

地方交付税 32.4
国庫支出金

20.4

地方債

7.4

そ

の

他

4.1

国庫支出金

13.4

地方債

7.9

9,014

億円
7131,8372,921 1,149345

3,700億円5,315億円

(39.4)

(59.0)

(60.6)

(41.0)

2,048

そ

の

他

3.8

本
県

全
国

自主財源 依存財源

地方税 40.0

地方税 22.7

その他 18.5

その他

12.7

地方交付税

16.6

地方交付税 32.4 国庫支出金

20.4

国庫支出金

13.4
地方債

7.4

地方債

7.9

1,837 7132,9211,145

そ

の

他
3.9

349

5,821億円3,194億円

(41.6)

(35.4)

(58.4)

(64.6)

2,0489,014

億円

そ

の

他
4.1

本県財政の特徴（令和５年度普通会計決算）５

（１） 歳 入

① 自主財源と依存財源の比較（構成比 ％）

② 一般財源と特定財源の比較（構成比 ％）

本県は，地方税のように自らその権能を行使して調達できる自主財源（※）が極めて少なく，依存財源が多い。
特に地方交付税，国庫支出金への依存度が高い。

※ 自主財源……地方税，諸収入，使用料・手数料，分担金・負担金，財産収入等

特

徴

使途についての制限がなく県の判断で使用できる一般財源と，一定の使途にしか使用できない特定財源の割合は全国
とほぼ同程度だが，本県は一般財源に占める地方税の割合が低く，地方交付税の割合が高い。

※ 臨時財政対策債は地方債に含めている（特定財源扱い）。

特

徴

※ 四捨五入の関係で，内訳と合計が一致しないことがある。（以下のグラフ同じ）
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本
県

全
国

単独
4.1

義務的経費 投資的経費

人件費 21.1
貸付金
8.9

その他
10.4

普通建設事業費

19.0

普通建設事業費

13.7

その他

0.6

補助費等 31.2

8,561

億円
2,155 3511,273281 814その他

1.0

87

1,711億円

(14.3)

(41.8)

(35.3)

(20.0)

扶
助
費

公債費
11.7

2.4

補助
9.0

単独
4.8

人件費 25.2

扶
助
費

3.3

公債費
13.4

その他

補助
14.9

1,147

補助費等
28.4

その他
9.5

2,429

(38.2)

(50.4)

3,267億円

貸付金

0.3

24

3,582億円

本
県

全
国

774

4.2 6.5

総
務
費

その他

10.7

土木費

10.8

農林

水産業費

9.0

教育費 17.2

8,561

億円

1,034 1,1491,773767 561232

総
務
費

6.7

民生費

16.6

農林

水産

業費

4.3

公債費

11.8

9.0

民生費

17.5

商工費

10.8

2.7

土木費

12.1

警
察
費

教育費 20.7
公債費

13.4

そ
の
他

3584151,500

4.8

警
察
費

5.9

商
工
費

衛
生
費

5.1

衛
生
費

（２） 歳 出

① 性質別歳出の比較（構成比 ％）

② 目的別歳出の比較（構成比 ％）

社会資本の整備促進等のため，普通建設事業費の比率が高く，中でも公共事業等国庫補助事業の占める割合が高い。
特

徴

農林水産業費の割合が高い（全国平均の2.1倍程度）。
特

徴

14



97.1 96.8 97.0 97.6 98.2 97.9 97.6 
92.8 97.8 96.7 

226.4
216.2

220.5 219.9 216.8 217.7
212.1

195.3 197.8 196.2

15.6
14.7

13.8
12.8

12.2
11.7 11.5 11.3 11.4 11.4

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

220.0

240.0

260.0

280.0

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5
（年度）

実質公債費比率（％）
経常収支比率，
将来負担比率（％）

経常収支比率

実質公債費比率

将来負担比率

財政指標（経常収支比率・実質公債費比率・将来負担比率）の推移６

① 経常収支比率
地方税，地方交付税等の経常一般財源のうち人件費や公債費等の経常的経費に充当された額の割合が経常収支比率であり，財政構造の

弾力性を判断するための指標として用いられている。
次の算式により求められる。

〔人件費，扶助費，公債費等に充当した一般財源〕

〔経常一般財源（地方税＋普通交付税等）〕＋〔減収補塡債特例分＋臨時財政対策債〕
×100

※ 令和２年度・令和３年度の経常収支比率における分母には，猶予特例債も含まれる。
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② 実質公債費比率
実質的な公債費（公債費に，公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものも含めたもの）に充当された一般財源のうち普通交付税に

算入されるものを除いたものの，標準財政規模に対する割合であり，実質的な公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つである。
次の算式による比率の過去３年間の平均により求められる。

〔地方債の元利償還金＋準元利償還金〕－〔特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額〕

〔標準財政規模〕－〔元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額〕

※１ 地方債協議制度の下で，実質公債費比率が18％以上の団体は，地方債の発行に際し許可が必要となる。
※２ 実質公債費比率が25％以上の団体は，「財政健全化計画」の策定義務があり，さらに35％以上の団体は，「財政再生計画」の策定義務がある。

③ 将来負担比率
地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め，当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規

模を基本とした額に対する比率であり，地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残
高を指標化し，将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもので，次の算式により求められる。

〔将来負担額〕－〔充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額〕

〔標準財政規模〕－〔元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額〕

・ 将来負担額 ： イからヌまでの合計額
イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち，一般会計等の負担見込額
ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち，当該設立法人の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額
ト 当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち，当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負担見込額
チ 設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の一般会
計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち，当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負
担見込額

リ 連結実質赤字額
ヌ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・ 充当可能基金額 ： イからチまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

※ 将来負担比率が400％以上の団体は，「財政健全化計画」の策定義務がある。

16


